
宇和島市における居住支援体制について

宇和島市高齢者福祉課 岩村 正裕
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津島町

宇和島市が対等合併

（新設合併）

中山間地域と島しょ部が

混在する。

みんな大好き 鯛めし

人口 65,922人（うち65歳以上27,296人）
高齢化率 41.4％
前年比 -1,629人（うち65歳以上-473人）

宇和島市のご紹介
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高齢化の推移と将来推計

2070年 65歳以上人口1人を支える生産年齢人口（推計）1.3人 内閣府：令和6年高齢社会白書
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における宇和島市の年齢別人口構成（推計）

高齢者を支える生産年齢人口 推計1.13人（実数1.19人）

宇和島市 高齢化の推移

生産年齢人口
30,700人

（32,816人）

高齢者人口
27,107人

（27,354人）

（国立社会保障・人口問題研究所2018年推計）

全国平均を45年以上上回るスピードで高齢化が進むまち 宇和島
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住まいに係る諸問題

身寄りのない高齢者・障がい者の住まい探し

→物件がなかなか見つからない

保証人がいない

家賃面での不安

事故・孤独死

高齢者福祉課での死後対応 R4年度3件 R5年度6件

→日々の生活面での不安

トラブルがあった際の対応

平時の見守り（生活困窮・精神障害・認知症・ゴミ屋敷等）
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令和３年度に協議会設立を検討

各課で対応できているとのこと
から、居住支援協議会の必要性
は感じないとの結論に至る。
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一度は諦めたが、令和４年度に再度チャンスがやってきた

令和４年度 厚生労働省 高齢者住まい・生活支援伴走支援事業にエントリー。
建築住宅課長に「とりあえず勉強会しませんか」と話し、承諾をいただきＰＪに参加。

令和4年12月5日

牧嶋先生を招いて研修会を開催。
参加者は高齢者福祉課職員が大半。
しかし建築住宅課、保護課、危機
管理課、福祉課の職員も参加し、
大牟田市での居住支援協議会の立
ち上げについてお話しを伺った。
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アンケート結果（抜粋）

好評。
かつ「制度のすきまを埋めるため
に役割を分担して様々な専門機関
とつながること等大変勉強になっ
た。」との意見もあり、追い風を
感じることが出来た。

令和５年度もＰＪに参加。想いの
共有を図った。
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令和５年度の活動

伴走支援プロジェクトにエントリーし、庁内の連携強化と市内不
動産協会との新たなネットワーク構築を目指す。

→同時期に社会福祉法人 正和会から「少し話せる時間を取って
欲しい」との連絡を受ける。

後日面談の場を設けたところ「居住支援に係る国土交通省の補助
事業に参加したい」との話が。
→同法人は私達の動き（協議会立ち上げ希望）についての情報は
持っていなかった。たまたま行政と目指す方向が「同じタイミン
グで」一致したもの。

→居住支援法人の立ち上げと、協議会の設立を目指す。
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令和5年度の活動

伴走支援プロジェクトに参加し、庁内の連携について更に強化を
図る（特に建築部門）。更に不動産協会に参画いただき、本市の
想いと、社会福祉法人との協働の可能性を示すことで、居住支援
協議会の立ち上げに係る布石としたい。

エントリーと同時期に重層事業でご縁のあった一般社団法人 北海
道総合研究調査会（略称：HIT）理事五十嵐氏より連絡。同法人
が実施する住まい支援に係る調査研究事業について、協力できな
いかとの事であったため、現状を伝え、一緒にやることは可能と
伝え両事業を並行する形での実施に至る。
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令和5年度の活動

令和４年度に引き牧嶋先生に講
演を依頼。
→今年度は不動産協会
愛媛県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会愛媛県本部
に声かけを行うため、アポイン
トを取り訪問。
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令和５年度の活動

不動産協会を訪問し、趣旨を説明。

全日本不動産協会愛媛県本部
理事２名が中学校時代の同級生。すんなり話が進んだ。

愛媛県宅地建物取引業協会
高齢者や障がい者の入居に係る調整の困難さ、入居後のトラブルにつ
いて、情報をいただいた後
「昔はふゆひこさんが間に入ってくれて、あれやこれやとお世話にし
てくれたのになぁ･･･今はよそに行かれてね。」との言葉あり。

「ふゆひこさん」の事について詳しく話を聞いていくと、居住支援法
人の立ち上げを希望している正和会と同系列の医療法人 正光会の職
員が、理事者（同一人物）の指示でボランティア的に実施していたこ
とが判明。
→「実は復活させようと目論んでいるのです！！」
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令和５年度の活動

令和5年12月5日 勉強会を開催

参加者
宇和島市（保健福祉部５課、建築住宅課）
重層的支援体制整備事業に参画する社会福祉法人
（社協、宇和島市民共済会、正和会）
愛媛県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会愛媛県本部
地域自立支援協議会
相談支援事業に参画する社会福祉法人
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令和５年度の活動

講演終了後、市と社会福祉法人、不動産２協会が残り、意見交換
→現状（それぞれが苦労している点）の共有を行った後、正和会が
「居住支援法人の登録の意図を持っている」と宣言。
→協会からは「今後もこのような研修と意見交換の場があると言うこ
とですね」との確認があり、翌年度からの方向性（居住支援協議会の
立ち上げ）が固まった。
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令和５年度の活動

正和会が居住支援法人すまいとくらしのサポートセンターうわじまを
設立→愛媛県から指定を受ける。
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令和６年度の活動

伴走支援プロジェクト

引き続き勉強会を開催し、庁内の情報共有を図る。
事業最終年度として、協議会を設立する。

住まい支援システムモデル事業
モデル事業に参加し、居住支援法人が動ける環境を整備。
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令和６年度の活動

令和6年9月26日
研修会を開催（行政、社福、不動産協会）
あわせて「すまサポ」の活動について報告。
居住支援協議会の年度内の設立について提案→了承。
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令和６年度の活動

令和７年３月１０日
居住支援協議会設立会を開催。令和3年度からの想いが実る。
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すまいとくらしのサポートセンターうわじまの活動状況
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すまいとくらしのサポートセンターうわじまの活動状況
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すまいとくらしのサポートセンターうわじまの活動状況
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現在の課題

居住支援法人が立ち上がり、相談も多くなっているが、困り事が
複雑化し、住まい以外の問題も抱えている際、行政側がしっかり
伴走できていないケースが見られる。
例．住まい相談の対象者が入院した場合
支援は他分野も入るべきであるが「うちじゃない」「支援できない」と、担当
が判断。

法人が立ち上がり、隙間のない包括的な支援体制を構築しようと
しても、各プレイヤーが「我が事」としてケースを受け止めない
限り、隙間が生まれるだけではなく、受け止めたものの負担が増
える→崩壊につながりかねない。

今後も研修会を通じて「うちじゃないは禁句。まず受け止めよ
う」と言い続ける予定。
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食に係る支援

くらしの相談窓口
（地域包括支援センター含）

地域子育て支援センター

すてっぷ（子育て世代
包括支援センター）

利用者支援事業

三間もみの木

九島島の保健室

地域支えあいセンター
（災害復興支援含む）三支所

民生委員

自治会

だんだんネット
（民間見守り事業所）

民間企業・郵便局等
包括連携協定

保険健康課
福祉課

子ども家庭課

高齢者福祉課

公 助

互助・共助

こもりん
（児童館）

NPOセンター

市内・市外の
企業

（支援物資の
配送）

日本郵便
デジタル田園都市構想事業

スマートスピーカーによる見守り
および遠隔診療

企業のサービス開発

企業のCSR・SDGs

保護課

津島町 うらしり

居住支援協議会
（重層事業の会議体の一部
（住まいWG）として機能）

愛媛県宅地建物取引業協会
全日本不動産協会愛媛県本部

宇和島市民の様々な困り事を解決する仕組みの中に

居住支援協議会を併設

居住支援法人
（社会福祉法人）


